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2021年6月8日
ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社

ドイチェ・アセット・マネジメントは、企業責任活動の一環として、今年も公益財団法人日本盲導犬協会および社会福祉
法人日本介助犬協会へ200万円（各協会へ100万円）を寄付しました。
両協会への寄付金額は、「DWS グローバル公益債券ファンド」の純資産総額に一定の料率をかけて算出し、弊社が委
託会社として受け取る信託報酬の中から拠出しています。

「ＤＷＳ グローバル公益債券ファンド」
は盲導犬と介助犬の

育成をサポートしています。

すごいね！盲導犬＆介助犬

介助犬は使用者に合わせて訓練
を行います。①落とした物を拾う、
②指示した物を探して持ってくる、
③使用者が靴下を脱ぐのを手伝っ
て洗濯かごに入れる等、マルチに活
躍してくれるパートナーです。

盲導犬は、①曲がり角を教える、
②段差を教える、③障害物をよけ
る、この3つの基本的な仕事を組み
合わせて使用者の歩行をサポート
する使用者の心強いミカタです！

盲導犬は、目の見えない人・見えにくい人が行きたい時に行きたい
所へ出かけられるよう、安全に歩くためのお手伝いをします。

介助犬は、手や足に障がいのある方の手足となり、落とした
ものを拾う等、日常生活における動作の補助をします。

ハピとハナが
レポートします！

HAPI HANA

DWSの“責任投資”への取り組み

現在、日本では約3,000人の方が盲導犬との歩行を希望されているものの、活躍する盲導犬の数は861頭
（2020年3月31日現在）です。また、介助犬を必要とされる方は15,000人に上りますが、実働数はわずか
60頭（2021年4月1日現在）です。弊社では、「DWS グローバル公益債券ファンド」が持つ「公共性」という
特徴をさらに発展させ、投資家の皆さまと共にファンドを通じた社会貢献の実施を目指します。

DWSの“責任投資”への取り組み
DWSグループは責任投資の先駆者としての自負のもと、2008年にいち早く国連責任投資原則
（PRI）へ署名しました。また、ESG（環境・社会・ガバナンス）専門のリサーチ体制を整備し、
ESG投資の普及と環境整備に尽力しています。
なお、DWSは運用プロセスにESG評価を組み込んでいます＊。
*一部のファンドを除きます。
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ＤＷＳ グローバル公益債券ファンド（毎月分配型/年1回決算型）の特色

 主に電力・ガス・水道等を供給する世界の公益企業・公社が発行する債券を投資対象とします。
その他の日常生活に密接なサービスを行う企業が発行する債券にも投資します。

 組入債券の平均格付は、原則としてＡ格相当以上となることを目指します。
投資対象は、取得時において原則としてＢＢＢ格相当以上の投資適格債とします。

 Aコース及びCコースは、対円での為替ヘッジを行い為替変動リスクの低減を図ります。（ヘッジコストがかかる場合があり
ます。）。

 Bコース及びDコースは、対円での為替ヘッジを行いません。そのため為替変動の影響を受けます。
（注1）販売会社によっては、一部のコースのみの取扱いとなる場合があります。詳しくは販売会社にお問合せ下さい。
（注2）各ファンド間でのスイッチングの取扱いは販売会社により異なります。詳しくは販売会社にお問合せ下さい。

 毎月20日（当該日が休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、収益分配方針に基づき収益分配を行います。
 分配対象額が少額の場合は分配を行わないこともあります。
※ 分配金の実績は、将来の分配金の水準を保証もしくは示唆するものではありません。
※ 運用状況によっては、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。
※ 収益分配金については、後記「収益分配金に関する留意事項」をご参照下さい。分配方針については、投資信託説明書
（交付目論見書）の「分配方針」をご参照下さい。

※ Cコース及びDコースの収益分配については、後記「お申込みメモ」をご参照下さい。

 DWSインベストメントGmbHはドイツ銀行グループの資産運用部門（DWS）のドイツにおける拠点です。

 「ファミリーファンド方式」とは、運用及び管理面の合理化・効率化をはかるため、投資者から集めた資金をまとめてベビー
ファンドとし、その資金を主としてマザーファンドに投資して実質的な運用を行う仕組みです。

市況動向及び資金動向等によっては、前記のような運用ができない場合があります。
上記ファンドの目的・特色は抜粋であり、詳細については投資信託説明書（交付目論見書）をご覧下さい。
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投資リスク

当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元金が保
証されているものではなく、これを割込むことがあります。当ファンドに生じた利益及び損失は、すべて投資者に帰
属します。基準価額の変動要因は、以下に限定されません。なお、当ファンドは預貯金と異なります。

債券価格は、通常、金利が上昇した場合には下落傾向となり、金利が低下した場合には上昇傾向となります。したがって、
金利が上昇した場合には、保有している債券の価格は下落し、ファンドの基準価額が影響を受け損失を被ることがあります。

債券価格は、発行者の信用状況等の悪化により、下落することがあります。特に、デフォルト（債務不履行）が生じた場
合または予想される場合には、当該債券の価格は大きく下落（価格がゼロとなることもあります。）し、ファンドの基準価額
が影響を受け損失を被ることがあります。

外貨建資産の価格は、為替レートの変動の影響を受けます。外貨建資産の価格は、通常、為替レートが円安になれば上
昇しますが、円高になれば下落します。したがって、為替レートが円高になれば外貨建資産の価格が下落し、ファンドの基準
価額が影響を受け損失を被ることがあります。Aコース及びCコースについては、原則として対円での為替ヘッジを行い、為替
変動リスクの低減を図りますが、基準価額への影響がすべて排除されるわけではありません。また、ヘッジ対象通貨と円との
金利差等が反映されたヘッジコストがかかり、基準価額の下落要因となることがあります。Bコース及びDコースについては、
原則として対円での為替ヘッジを行いませんので、基準価額は為替変動による影響を直接受けます。

投資対象国の政治、経済情勢の変化等により、市場が混乱した場合や、組入資産の取引に関わる法制度の変更が行
われた場合等には、有価証券等の価格が変動したり、投資方針に沿った運用が困難な場合があります。これらにより、ファ
ンドの基準価額が影響を受け損失を被ることがあります。

急激かつ多量の売買により市場が大きな影響を受けた場合、または市場を取り巻く外部環境に急激な変化があり、市場
規模の縮小や市場の混乱が生じた場合等には、機動的に有価証券等を売買できないことがあります。このような場合には、
当該有価証券等の価格の下落により、ファンドの基準価額が影響を受け損失を被ることがあります。

 マザーファンドを投資対象とする他のベビーファンドの購入申込みまたは換金申込み等により、当該マザーファンドにおいて
売買が生じた場合等には、当ファンドの基準価額が影響を受けることがあります。

 当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
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金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第359号
加入協会：日本証券業協会、一般社団法人投資信託協会、
一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会
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※取扱コースについては、販売会社にお問合わせ下さい。

株式会社十八親和銀行

インターネット販売限定

株式会社三十三銀行
東海財務局長（登金）
第16号登録金融機関
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※取扱コースについては、販売会社にお問合わせ下さい。

○

○
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※取扱コースについては、販売会社にお問合わせ下さい。

■ 当資料はドイチェ･アセット･マネジメント株式会社が作成した資料です。
■ 当資料記載の情報は、作成時点のものであり、市場の環境やその他の状況によって予告なく変更することがあります。データ等参考
情報は信頼できる情報をもとに作成しておりますが、正確性・完全性について当社が責任を負うものではありません。また、使用して
いるデータについては特段注記のない限り、費用・税金等を考慮しておりません。

■ 当資料記載の内容は将来の運用成果等を保証もしくは示唆するものではありません。
■ 投資信託は、株式、公社債等の値動きのある証券(外貨建資産には為替変動リスクもあります。)に投資しますので、基準価額は
変動します。したがって、元本が保証されるものではありません。投資信託の運用による損益は、投資信託をご購入のお客様に帰属
します。

■ 投資信託は、金融機関の預貯金と異なり、元本及び利息の保証はありません。
■ 投資信託は、預金または保険契約ではないため、預金保険及び保険契約者保護機構の保護の対象にはなりません。
■ 登録金融機関を通じてご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象とはなりません。
■ ご購入に際しては、販売会社より最新の投資信託説明書(交付目論見書)をお渡ししますので、必ず内容をご確認の上、ご自身で
判断して下さい。

D-210607-1

*
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